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1990 年の「万人のための教育（Education for All）」宣言以降，国際
社会は初等教育の普遍化に取り組んできた。この目標を達成するために
は就学していない子どもの 3 分の１を占める障害児（UNESCO ［2009］）
の教育は避けて通れない重要な課題であろう。現在，インドを含む多くの
























of India） と 過 去 20 年 に 2 回 実 施 さ れ た 全 国 標 本 調 査（National 
Sample Survey）のふたつがある。それによると，障害者数は 2001 年国
勢調査で 2191 万人（総人口に占める障害者の割合 2.1％），2002 年全国
標本調査で 1849 万人（同 1.8％）である。この数値の違いは，両調査の「障
害者」の定義の相違によるものと考えられる(1)。いずれの調査でも先進国
の障害者の割合と比較して低いため，インドの障害者数は過小評価の可能
性が高いと指摘される （たとえば，森 ［2008］，World Bank ［2007］）。
その要因としては，調査員の訓練不足，ステレオタイプに当てはまらない
障害者の排除，家族に障害者がいることを知られたくない社会的な価値観
などが指摘される（たとえば，Jeffery and Singal ［2008］，Kalyanpur 
［2008］，World Bank ［2007］）。
2001 年の国勢調査によると，障害者の識字率は 49.3％であり，国全体





カースト（同 6.0%），指定部族（同 5.6%），ムスリム（同 7.7%）と比較
しても，障害児（同 34.1％）の就学率が著しく低いことが明らかにされ
た（Social and Rural  Reserch Institute  and EdCIL［2009］）。





















である（Mukhopadhyay and Mani ［2002］， NCERT ［2006］）。
さらに全国標本調査（2002 年）を使って，先行研究では十分に明らかに
されていない障害児（5 ～ 18 歳）の就学決定要因を分析したのが表 2 であ
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合計 男子 女子 都市 農村
知的障害 32.07 18.8 21.6 14.0 25.6 16.6 30.9
精神障害 12.96 16.6 20.0 11.2 23.2 14.7 21.7
視覚障害 15.97 37.0 26.8 45.8 71.2 22.1 50.3
弱視 4.96 49.4 50.8 47.8 64.8 46.2 1.6
聴覚障害 22.12 51.0 53.9 47.3 52.7 50.8 2.2
言語障害 74.78 43.4 46.2 39.2 56.1 39.3 15.9
肢体不自由 282.34 56.9 60.1 52.0 58.8 56.4 0.9






年齢 7,874 11.672 3.912 5 18
一人当たり月額家計消費支出 （ルピー） 7,874 516.118 347.880 0.125 10333.33
男性 7,874 0.601 0.490 0 1
農村 7,874 0.679 0.467 0 1
上位カースト 7,874 0.317 0.465 0 1
指定カースト ・ 部族 7,874 0.313 0.464 0 1
後進諸階級 7,874 0.370 0.483 0 1
知的 ・ 精神障害 7,874 0.234 0.423 0 1
聴覚障害 7,874 0.083 0.276 0 1
視覚障害 7,874 0.091 0.288 0 1
言語障害 7,874 0.031 0.173 0 1
肢体不自由 7,874 0.119 0.324 0 1
重複障害 7,874 0.442 0.497 0 1
世帯主の教育水準 ： 非識字 7,868 0.379 0.485 0 1
世帯主の教育水準 ： 通学経験のない識字 7,868 0.023 0.149 0 1
世帯主の教育水準 ： 初等教育未修了 7,868 0.116 0.321 0 1
世帯主の教育水準 ： 初等教育終了 7,868 0.161 0.367 0 1
世帯主の教育水準 ： 後期初等教育修了 7,868 0.153 0.360 0 1
世帯主の教育水準 ： 中等教育修了 7,868 0.084 0.277 0 1
世帯主の教育水準 ： 後期中等教育修了
＋ディプロマ
7,868 0.042 0.201 0 1
世帯主の教育水準 ： 大学卒業以上 7,868 0.042 0.202 0 1
就学前教育 7,845 0.118 0.323 0 1
低教育水準州 7,874 0.357 0.479 0 1
北部 7,874 0.080 0.271 0 1
北東部 7,874 0.104 0.306 0 1
東部 7,874 0.124 0.330 0 1
西部 7,874 0.126 0.331 0 1
南部 7,874 0.209 0.407 0 1
表1　5 ～ 18 歳の就学率（2002 年）
（出所）NSSO (2003) より算出。
表2-1　障害児（5 ～ 18 歳）の就学決定要因分析の説明変数
（出所）NSS 58th Round Schedule 26 Survey of Disabled Persons.
（注）　 低教育水準州は，ウッタル・プラデーシュ，ウッタラカンド，ラージャスターン，ビハール，ジャ 
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係数 標準誤差 限界効果 標準誤差
年齢 0.375 *** 0.028 0.129 *** 0.009 
年齢 2 乗 -0.019 *** 0.001 -0.007 *** 0.000 
一人当たり月額家計消費支出 0.000 *** 0.000 0.000 *** 0.000 
農村ダミー -0.080 ** 0.038 -0.028 ** 0.013 
男性ダミー 0.246 *** 0.033 0.083 *** 0.011 
カースト ： リファレンス ・ グループ＝上位カースト
指定カースト ・ 部族 0.034 0.043 0.012 0.015 
後進諸階級 0.024 0.042 0.008 0.014 
障害の種類 ： リファレンス ・ グループ＝知的 ・ 精
神障害
聴覚障害 0.432 *** 0.069 0.160 *** 0.027 
視覚障害 0.045 0.072 0.016 0.025 
言語障害 1.224 *** 0.095 0.459 *** 0.031 
肢体不自由 1.106 *** 0.059 0.417 *** 0.021 
重複障害 0.707 *** 0.044 0.244 *** 0.015 
世帯主の教育水準 ： リファレンス ・ グループ＝非
識字者
通学経験のない識字者 0.129 0.114 0.046 0.042 
初等教育未修了 0.306 *** 0.055 0.111 *** 0.021 
初等教育終了 0.329 *** 0.049 0.119 *** 0.018 
後期初等教育修了 0.437 *** 0.050 0.160 *** 0.019 
中等教育修了 0.435 *** 0.063 0.161 *** 0.024 
後期中等教育修了＋ディプロマ 0.581 *** 0.083 0.220 *** 0.033 
大学卒業以上 0.683 *** 0.087 0.260 *** 0.034 
就学前教育ダミー 0.878 *** 0.050 0.332 *** 0.019 
地域 ： リファレンス ・ グループ＝低教育水準州
北部 0.226 *** 0.065 0.081 *** 0.024 
北東部 -0.272 *** 0.062 -0.087 *** 0.018 
東部 0.065 0.056 0.022 0.020 
西部 0.128 ** 0.055 0.045 ** 0.020 
南部 0.343 *** 0.045 0.123 *** 0.017 











ないため，表 3 に首都デリーの学校種類別の登録生徒数（2007/08 年度）




































公立校 2,923 1,568,029 64.2 10,374 81.9 1,281 43.8 8.1 
助成私立校 310 131,067 5.4 464 3.7 64 20.6 7.3 
非助成私立校 1,450 691,759 28.3 1,797 14.2 156 10.8 11.5 
その他 59 50,393 2.1 35 0.3 7 11.9 5.0 
合計 4,742 2,441,248 100.0 12,670 100.0 1,508 31.8 8.4 
表2-2　障害児（ 5 ～ 18 歳）の現在の就学決定要因に関するプロビット分析
（出所）表 2 - 1 に同じ。
（注）　 ***, ** は 1%, 5% 水準で有意。限界効果は、連続変数は平均値、二項変数はゼロを用いて算出した。
表3　1 ～ 8 年生障害児の在籍状況（デリー，2007/08 年度）
( 出所）District Information System for Education (DISE) Delhi unit level data 2007/08.
( 注）　 助成私立校は政府から教員給与などの助成金を受ける私立校で，政府の強い監督下にある。そのほ 
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するサラマンカ宣言ならびに行動の枠組み（Salamanca Statement on 
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教育（Integrated Education for Disabled Children）プログラムから始
まった（8）。1990 年代に入るとインドはサラマンカ宣言に署名し，1995 年















法（The Persons with Disabilities ［Equal Opportunities, Protection of 
Right and Full Participation］ Act, 1995, 以下，1995 年障害者法）の教
育条項を反映しているものと考えられる。
政府は，2009/10 年度の SSA の実績として対象年齢の 1.5％に当たる
障害児をみつけ出し，そのうち 91.4％が何らかの形で学習していると報
告する（９）。また，障害児のうち 73.6％が補助教材を受けとったという







      権利法
前節で議論したアクセシビリティとは別に，冒頭で述べた就学率が低い
問題に関連して最も重要な法律は，2009 年子どもの無償義務教育権利法
（The Right of Children to Free and Compulsory Education Act, 2009, 
以下，教育権利法）である。1947 年のインド独立後の開発，教育政策で
は高等教育が重視され，基礎教育の普及は遅れた。1950 年憲法（第 45 条）
での 6 歳から 14 歳までの無償の義務教育は国家政策の指導原則という単
なる理念にとどまった。子どもが教育を受けなくても罰則はなく，実質的
に日本でイメージするような「義務教育」ではなかったのである。
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2002 年の第 86 次憲法改正で 6 歳から 14 歳までの子どもに教育を受ける
権利（第 21 条 A）が保障された。この条項の立法化が急がれたが，2009












National Trust for the Welfare, Persons with Autism, Cerebral Palsy, 
Mental Retardation and Multiple Disabilities Act, 1999）の対象者も含
めることである。2010 年 4 月，こうした障害者団体の要求を取り込んだ












































2002 年の第 86 次憲法改正で 6 歳から 14 歳までの子どもに教育を受ける
権利（第 21 条 A）が保障された。この条項の立法化が急がれたが，2009












National Trust for the Welfare, Persons with Autism, Cerebral Palsy, 
Mental Retardation and Multiple Disabilities Act, 1999）の対象者も含
めることである。2010 年 4 月，こうした障害者団体の要求を取り込んだ














































年計画（2007/08 ～ 11/12 年度）では，障害部（Disability Division）
を障害局（Disability Department）に格上げして他省庁との連携を強化








である。NGO による障害児教育は公的部門の教育より早い 19 世紀後半
から行われてきた（Kalyanpur ［2008］）。Jha ［2006］は，インドの障害
児教育を当事者家族や NGO 頼みと評価しており，NGO が公的部門を補
完する重要な役割を果たしてきたことがうかがえる。障害児教育に従事す
る NGO は，政府からの補助金交付が開始された 1970 年代と，さらに補
助金額が増加した 1990 年代の 2 度にわたって設立のピークを迎えた
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しながら，NGO には認可校が少ないゆえに教育の質は著しく低い傾向が
みられる（Miles and Singal ［2010］）。
また，インドでは障害関連 NGO の運営主体が障害当事者ではなく非
障害者であることが多い（森 ［2008］）。同様の傾向は，障害児教育を担
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本稿の執筆にあたって，2010 年 1 月，11 月～ 12 月の現地調査におけ
る障害者団体，盲学校，ろう学校などの特別支援校への訪問が有益であっ






（ 1 ） 両調査の「障害者」定義については，辻田［2010：Table 1］を参照。
（ 2 ） たとえば，筆者が訪問したビハール州パトナの NGO が運営する知的障害者の
ための学校では登録生徒数 35 人に対し，定期的に通学していたのは 16 人だった。









（ 4 ） 障害児の受け入れに積極的との評判の高いデリーの私立普通学校を訪問した際
にも，障害児と非障害児が別のクラスで学習していた。
（ 5 ） ビハール州パトナの知的障害や聴覚障害者のための私立特別支援校では 10 年生
に対し普通学校への就学支援を行っていた。しかし，その対象となっていたのは
IQ50 以上の生徒のみである。




（ 7 ） DISE website（http://www.dise.in/publications.htm）（アクセス日：2011 年 1
月 8 日）。
（ 8 ） そのほかのプログラムとして，教員訓練を主要目的とする「障害児統合教育プ
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（11） そのほか，2009 年教育権利法では 14 歳までの無償義務教育が保証されている
のに対し，1995 年障害者法では 18 歳までの無償教育が謳われているなどの齟齬
がみられる点が挙げられる。
（12） 1995 年障害者法は身体損失の割合が 40％以上の者を障害者と定めている。障害
者申請にあたっては，州政府認定医療機関から障害程度の証明書を取得しなけれ
ばならない。
（13） たとえば，現在の第 11 次 5 カ年計画では同省予算の 14.6％を占めるに過ぎない。
（14） 注 9 に同じ。
（15） デリー大学 EOC は 2006 年 6 月に設置された。しかしながら，大学補助金委員
会はすでに留保枠学生を対象としたさまざまな資金を支給していることを理由に
EOC 設立のための資金援助を行わなかった（Mukhopadhyay ［n.d.］）。EOC が本
格的な活動を開始したのは，電力公企業（NTPC）の企業の社会的責任活動（CSR）
の一環としての活動支援を受けた後の 2008 年の 6 月である。




（17） Delhi University website（http://www.du.ac.in/index.php?id=10）（アクセス日：
2010 年 11 月 18 日）。
（18） たとえば，Mendelsohn and Vicziany ［1998］， Weisskopf ［2004］を参照。
（19） たとえば，最も教育水準の低い州のひとつビハール州（2011 年国勢調査での人
口約 1 億 380 万人）には公立の盲学校 2 校（男子校のみ）と聾学校 5 校（男子校 4 校，















国の障害者法  法的権利の確立と課題  』アジア経済研究所研究双書 No. 
585）。









All India Confederation of the Blind［2009］“Assessment of Blindness 
Compensatory Skills among Visually Impaired Studies of Classes 4 & 5 in 
Government Schools under SSA：A Research Study,” Sponsored by The 
Asian Blind Union, mimeo.
Alur, M., and M. Bach［2010］ The Journey for Inclusive Education in the Indian 
Sub-Continent, New York and Abingdon：Routledge.
Census of India［2005］Census of India 2001：The First Report on Disability,  
Registrar General and Census Commissioner, India.
Diversity and Equal Opportunity Centre［2009］Education of Persons with 
Disabilities in India：Base Line Report, prepared for NCPEDP, sponsored by 
British High Commission. 
Erb, S., and B. Harriss-White［2002］ Outcast from Social Welfare：Adult Disabil-
ity and Incapacity in Rural South India, Bangalore：Books for Change.
Filmer, D.［2008］“Disability, Poverty, and Schooling in Developing Countries：
Results from 14 Household Surveys,” World Bank Economic Review, Vol.22 
No. 1, pp. 141-163.
Government of India, Ministry of Human Resource Development ［n.d.］ “Status of 
Education in India：National Report,” prepared by National University of 
Educational Planning and Administration, mimeo.
Government of India, Planning Commission［2008］Eleventh Five Year Plan 
84 85
第３章　インドの障害児教育の可能性




（11） そのほか，2009 年教育権利法では 14 歳までの無償義務教育が保証されている
のに対し，1995 年障害者法では 18 歳までの無償教育が謳われているなどの齟齬
がみられる点が挙げられる。
（12） 1995 年障害者法は身体損失の割合が 40％以上の者を障害者と定めている。障害
者申請にあたっては，州政府認定医療機関から障害程度の証明書を取得しなけれ
ばならない。
（13） たとえば，現在の第 11 次 5 カ年計画では同省予算の 14.6％を占めるに過ぎない。
（14） 注 9 に同じ。
（15） デリー大学 EOC は 2006 年 6 月に設置された。しかしながら，大学補助金委員
会はすでに留保枠学生を対象としたさまざまな資金を支給していることを理由に
EOC 設立のための資金援助を行わなかった（Mukhopadhyay ［n.d.］）。EOC が本
格的な活動を開始したのは，電力公企業（NTPC）の企業の社会的責任活動（CSR）
の一環としての活動支援を受けた後の 2008 年の 6 月である。




（17） Delhi University website（http://www.du.ac.in/index.php?id=10）（アクセス日：
2010 年 11 月 18 日）。
（18） たとえば，Mendelsohn and Vicziany ［1998］， Weisskopf ［2004］を参照。
（19） たとえば，最も教育水準の低い州のひとつビハール州（2011 年国勢調査での人
口約 1 億 380 万人）には公立の盲学校 2 校（男子校のみ）と聾学校 5 校（男子校 4 校，















国の障害者法  法的権利の確立と課題  』アジア経済研究所研究双書 No. 
585）。









All India Confederation of the Blind［2009］“Assessment of Blindness 
Compensatory Skills among Visually Impaired Studies of Classes 4 & 5 in 
Government Schools under SSA：A Research Study,” Sponsored by The 
Asian Blind Union, mimeo.
Alur, M., and M. Bach［2010］ The Journey for Inclusive Education in the Indian 
Sub-Continent, New York and Abingdon：Routledge.
Census of India［2005］Census of India 2001：The First Report on Disability,  
Registrar General and Census Commissioner, India.
Diversity and Equal Opportunity Centre［2009］Education of Persons with 
Disabilities in India：Base Line Report, prepared for NCPEDP, sponsored by 
British High Commission. 
Erb, S., and B. Harriss-White［2002］ Outcast from Social Welfare：Adult Disabil-
ity and Incapacity in Rural South India, Bangalore：Books for Change.
Filmer, D.［2008］“Disability, Poverty, and Schooling in Developing Countries：
Results from 14 Household Surveys,” World Bank Economic Review, Vol.22 
No. 1, pp. 141-163.
Government of India, Ministry of Human Resource Development ［n.d.］ “Status of 
Education in India：National Report,” prepared by National University of 
Educational Planning and Administration, mimeo.
Government of India, Planning Commission［2008］Eleventh Five Year Plan 
86 87
第３章　インドの障害児教育の可能性
2007-12 Vol. II Social Sector, Delhi：Oxford University Press.
Government of India, Ministry of Social Justice and Empowerment ［2010］Annual 
Report 2009-10.
Jeffery, R. and N. Singal［2008］“Measuring Disability in India,” Economic and 
Political Weekly, Vol.43 No.12 & 13, pp. 22-24. 
Jha, M. M.［2006］Inclusive Education in the Context of Common Schools：A 
Question of Equity, Social Justice and School Reforms, in Kumar, R. ed. 
The Crisis of Elementary Education in India, New Delhi：Sage.
Kalyanpur, M.［2008］“Equality, Quality and Quantity：Challenges in Inclusive 
Education Policy and Service Provision in India,” International Journal of 
Inclusive Education, Vol.12 No.3 pp. 243- 262.
Miles, S. and N. Singal［2010］“The Education for All and Inclusive Education 
Debate：Conflict, Contradiction or Opportunity?” International Journal of 
Inclusive Education, Vol. 14 No.1 pp. 1-15.
Mendelsohn, O., and M. Vicziany［1998］The Untouchables：Subordination, 
Poverty and the State in Modern India,Contemporary South Asia 4, Cam-
bridge：Cambridge University Press.
Mukhopadhyay, S.［2009］ “Children with Disabilities,” in Rustagi, P. ed. 
Concerns, Conflicts, and Cohesions：Universalization of Elementary 
Education in India, Delhi：Oxford University Press.
Mukhopadhyay, S.［n.d.］Equal Opportunity Cells in Universities: Addressing 
Challenges in Higher Education for the Persons with Disabilities, mimeo.
Mukhopadhyay, S., and M. N. G. Mani［2002］“Education of Children with Spe-
cial Needs,” in Govinda, R. ed. India Education Report, Delhi：Oxford Uni-
versity Press.
National Centre for Promotion of Employment for Disabled People （NCPEDP） 
［n.d.］“The Journey towards Promotion of Inclusive Education in India：
The Events That Led to the Formulation of Comprehensive Inclusive 
Education Action Plan, August 2004 to March 2005,” mimeo.
National Council of Educational Research and Training （NCERT）［2006］ Position 
Paper National Focus Group on Education of Children with Special Needs. 
First edition.
National Sample Survey Organisation （NSSO）［2003］ Disabled Persons in India, 
Report 485, NSS 58th Round （July-December 2002）.
Parasuram, K.［2006］ “Variables That Affect Teachers’ Attitudes towards Disabil-
ity and Inclusive Education in Mumbai, India,” Disability ＆ Society, Vol.21 
No.3, pp. 231- 242.
Peters, S., S. Gabel, and S. Symeonidou［2009］ “Resistance, Transformation and 
the Politics of Hope：Imagining a Way Forward for the Disabled People’s 
Movement”, Disability & Society, Vol.24 No.5, pp. 543-556.
PROBE［1999］ Public Report on Basic Education in India.  New Delhi：Oxford 
University Press. 
Sharma, U., D. Moore, and S. Sonawane［2009］ “ Attitudes and Concerns of Pre-
service Teachers regarding Inclusion of Students with Disabilities into Regu-
lar Schools in Pune, India,” Asia-Pacific Journal of Teacher Education, Vol. 
37 No.4, pp.319- 331.
Singal, N. ［2008］ “Working towards Inclusion：Reflections from the Classroom”, 
Teaching and Teacher Education, 24, pp. 1516 -1529.
Singal, N., R. Jeffery, A. Jain, and N. Sood［2009］ “With Education You Can Do 
Anything; Without Education There’s Nothing You Can Do：Outcomes of 
Schooling for Young People with Disabilities,” Recoup Working Paper No. 
24.
Social and Rural Research Institute and EdCIL（India） Ltd.［2009］ All India 
Survey of Out-of-School Children in the 6-13 Years and Age 5, submitted to 
Department of Elementary Education and Literacy, Ministry of Human Re-
source Development.
UNESCO［2009］ Policy Guidelines on Inclusion in Education, Paris：UNESCO.
UNICEF［2003］ Examples of Inclusive Education India, Kathmandu：UNICEF 
Regional Office for South Asia.
Weisskopf, T. E.［2004］ Affirmative Action in the United States and India：A 
Comparative Perspective, Rutledge Frontiers of Political Economy, London 
and New York：Routledge.
World Bank［2007］ People with Disabilities in India：From Commitments to 




2007-12 Vol. II Social Sector, Delhi：Oxford University Press.
Government of India, Ministry of Social Justice and Empowerment ［2010］Annual 
Report 2009-10.
Jeffery, R. and N. Singal［2008］“Measuring Disability in India,” Economic and 
Political Weekly, Vol.43 No.12 & 13, pp. 22-24. 
Jha, M. M.［2006］Inclusive Education in the Context of Common Schools：A 
Question of Equity, Social Justice and School Reforms, in Kumar, R. ed. 
The Crisis of Elementary Education in India, New Delhi：Sage.
Kalyanpur, M.［2008］“Equality, Quality and Quantity：Challenges in Inclusive 
Education Policy and Service Provision in India,” International Journal of 
Inclusive Education, Vol.12 No.3 pp. 243- 262.
Miles, S. and N. Singal［2010］“The Education for All and Inclusive Education 
Debate：Conflict, Contradiction or Opportunity?” International Journal of 
Inclusive Education, Vol. 14 No.1 pp. 1-15.
Mendelsohn, O., and M. Vicziany［1998］The Untouchables：Subordination, 
Poverty and the State in Modern India,Contemporary South Asia 4, Cam-
bridge：Cambridge University Press.
Mukhopadhyay, S.［2009］ “Children with Disabilities,” in Rustagi, P. ed. 
Concerns, Conflicts, and Cohesions：Universalization of Elementary 
Education in India, Delhi：Oxford University Press.
Mukhopadhyay, S.［n.d.］Equal Opportunity Cells in Universities: Addressing 
Challenges in Higher Education for the Persons with Disabilities, mimeo.
Mukhopadhyay, S., and M. N. G. Mani［2002］“Education of Children with Spe-
cial Needs,” in Govinda, R. ed. India Education Report, Delhi：Oxford Uni-
versity Press.
National Centre for Promotion of Employment for Disabled People （NCPEDP） 
［n.d.］“The Journey towards Promotion of Inclusive Education in India：
The Events That Led to the Formulation of Comprehensive Inclusive 
Education Action Plan, August 2004 to March 2005,” mimeo.
National Council of Educational Research and Training （NCERT）［2006］ Position 
Paper National Focus Group on Education of Children with Special Needs. 
First edition.
National Sample Survey Organisation （NSSO）［2003］ Disabled Persons in India, 
Report 485, NSS 58th Round （July-December 2002）.
Parasuram, K.［2006］ “Variables That Affect Teachers’ Attitudes towards Disabil-
ity and Inclusive Education in Mumbai, India,” Disability ＆ Society, Vol.21 
No.3, pp. 231- 242.
Peters, S., S. Gabel, and S. Symeonidou［2009］ “Resistance, Transformation and 
the Politics of Hope：Imagining a Way Forward for the Disabled People’s 
Movement”, Disability & Society, Vol.24 No.5, pp. 543-556.
PROBE［1999］ Public Report on Basic Education in India.  New Delhi：Oxford 
University Press. 
Sharma, U., D. Moore, and S. Sonawane［2009］ “ Attitudes and Concerns of Pre-
service Teachers regarding Inclusion of Students with Disabilities into Regu-
lar Schools in Pune, India,” Asia-Pacific Journal of Teacher Education, Vol. 
37 No.4, pp.319- 331.
Singal, N. ［2008］ “Working towards Inclusion：Reflections from the Classroom”, 
Teaching and Teacher Education, 24, pp. 1516 -1529.
Singal, N., R. Jeffery, A. Jain, and N. Sood［2009］ “With Education You Can Do 
Anything; Without Education There’s Nothing You Can Do：Outcomes of 
Schooling for Young People with Disabilities,” Recoup Working Paper No. 
24.
Social and Rural Research Institute and EdCIL（India） Ltd.［2009］ All India 
Survey of Out-of-School Children in the 6-13 Years and Age 5, submitted to 
Department of Elementary Education and Literacy, Ministry of Human Re-
source Development.
UNESCO［2009］ Policy Guidelines on Inclusion in Education, Paris：UNESCO.
UNICEF［2003］ Examples of Inclusive Education India, Kathmandu：UNICEF 
Regional Office for South Asia.
Weisskopf, T. E.［2004］ Affirmative Action in the United States and India：A 
Comparative Perspective, Rutledge Frontiers of Political Economy, London 
and New York：Routledge.
World Bank［2007］ People with Disabilities in India：From Commitments to 
Outcomes, Human Development Unit and South Asia Region, Washington 
D.C.：World Bank.
